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公布された条例等のあらまし

（条例第37号）◇島根県認定こども園の認定要件に関する条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

⑴ 園児の登園又は降園の時間帯その他の園児が少数である時間帯において、園児の各年齢別に定める教育及び保育

に従事する者の配置基準により認定こども園に置かなければならない職員の数が１人となる場合には、当分の間、

認定こども園に置くものとされる職員２人のうち１人は、知事が幼稚園の教員免許状又は保育士の資格を有する者

と同等の知識及び経験を有すると認める者とすることができることとした。（附則第２項関係）

⑵ 職員の資格の基準により置かなければならない保育士の資格を有する者については、当分の間、幼稚園の教員免

許状又は小学校教諭若しくは養護教諭の普通免許状を有する者（現に当該施設において主幹養護教諭及び養護教諭

として従事している者を除く。⑶及び⑸において同じ。）をもって代えることができることとした。（附則第３項

関係）

⑶ 職員の資格の基準により置かなければならない幼稚園の教員免許状又は保育士の資格を有する者については、当

分の間、小学校教諭又は養護教諭の普通免許状を有する者をもって代えることができることとした。この場合にお

いて、当該者は補助者として従事する場合を除き、教育課程に基づく教育に従事してはならないこととした。（附

則第４項関係）

⑷ １日につき８時間を超えて開所する認定こども園において、開所時間を通じて必要となる職員の総数が、利用定

員の総数に応じて置かなければならない職員の数を超える場合における職員の資格の基準により置かなければなら

ない幼稚園の教員免許状又は保育士の資格を有する者については、当分の間、開所時間を通じて必要となる職員の

総数から、利用定員の総数に応じて置かなければならない職員の数を差し引いて得た数の範囲で、知事が幼稚園の

教員免許状又は保育士の資格を有する者と同等の知識及び経験を有すると認める者をもって代えることができるこ

ととした。この場合において、当該者は補助者として従事する場合を除き、教育課程に基づく教育に従事してはな

らないこととした。（附則第５項関係）

⑸ 次の表の左欄に掲げる特例を適用することにより同表の中欄に掲げる者について同表の右欄に掲げる者をもって

代える場合においては、同欄に掲げる者の総数は、職員の配置基準により認定こども園に置くものとされる職員の

数の３分の１を超えてはならないこととした。（附則第６項関係）

⑵による 職員の資格の基準による保育士の資格を有する者 幼稚園の教員免許状又は小学校教諭若しくは養護

特例 教諭の普通免許状を有する者

⑶による 職員の資格の基準による幼稚園の教員免許状又は 小学校教諭又は養護教諭の普通免許状を有する者

特例 保育士の資格を有する者

⑷による 職員の資格の基準による幼稚園の教員免許状又は 知事が幼稚園の教員免許状又は保育士の資格を有

特例 保育士の資格を有する者 する者と同等の知識及び経験を有すると認める者

２ 施行期日

平成28年４月１日から施行することとした。

◇島根県幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

（条例第38号）

１ 条例の概要

⑴ 園児の登園又は降園の時間帯その他の園児が少数である時間帯において、園児の各年齢別に定める教育及び保育

に直接従事する職員の配置基準により必要となる園児の教育及び保育に直接従事する職員（以下「職員」とい

う。）の数が１人となる場合には、当分の間、幼保連携型認定こども園に置かなければならない職員２人のうち１

人は、知事が保育教諭と同等の知識及び経験を有すると認める者とすることができることとした。（附則第８項関
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係）

⑵ 職員の配置基準により置かなければならない園児の教育及び保育に直接従事する者については、当分の間、小学

校教諭又は養護教諭の普通免許状を有する者（現に当該施設において主幹養護教諭及び養護教諭として従事してい

る者を除く。以下「小学校教諭等免許状所持者」という。）をもって代えることができることとした。この場合に

おいて、当該小学校教諭等免許状所持者は補助者として従事する場合を除き、教育課程に基づく教育に従事しては

ならないこととした。（附則第９項関係）

⑶ １日につき８時間を超えて開所する幼保連携型認定こども園において、開所時間を通じて必要となる職員の総数

が、利用定員の総数に応じて置かなければならない職員の数を超える場合における職員の配置基準により置かなけ

ればならない園児の教育及び保育に直接従事する者については、当分の間、開所時間を通じて必要となる職員の総

数から、利用定員の総数に応じて置かなければならない職員の数を差し引いて得た数の範囲で、知事が保育教諭と

同等の知識及び経験を有すると認める者をもって代えることができることとした。この場合において、当該者は補

助者として従事する場合を除き、教育課程に基づく教育に従事してはならないこととした。（附則第10項関係）

⑷ ⑵又は⑶を適用する場合においては、当該小学校教諭等免許状所持者並びに知事が保育教諭と同等の知識及び経

験を有すると認める者の総数は、職員の配置基準により置かなければならない職員の数の３分の１を超えてはなら

ないこととした。（附則第11項関係）

２ 施行期日

平成28年４月１日から施行することとした。
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島根県認定こども園の認定要件に関する条例の一部を改正する条例をここに公

布する。 

平成 28年３月 31日 

島根県知事 溝 口 善兵衛   

島根県条例第 37号 

島根県認定こども園の認定要件に関する条例の一部を改正する条例 

                                           

 

 
4



 号外第 89 号          島  根  県  報         平成 28 年３月 31 日   

 

                                           
 

 
5



 号外第 89 号          島  根  県  報         平成 28 年３月 31 日  

島根県幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成 28年３月 31日 

島根県知事 溝 口 善兵衛   

島根県条例第 38号 

島根県幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例 
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